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令和2年度(2020年度)熊本県地域未来投資促進事業補助金（第4次産業
革命分野）

2020年6月23日から2020年7月20日まで募集期間

目的

本事業は、地域経済牽引事業のなかでも、本県の地域の特性を生かして高い付加価値を創出し、事業の実施主体である申請事業者
のみならず地域の事業者に対し高い経済的波及効果を及ぼすことにより地域経済を牽引し、他の事業者のモデルケースとなりうる
先進性の高い取組みを重点的に支援します。これにより、熊本地震からの復興の足がかりとし、ひいては持続的な地域経済の発展
を目指します。募集期限は7月20日(月)17時まで。補助率等詳細はリンク先をご確認ください。

支援内容

▼ 補助対象事業
以下に該当する対象事業について募集する。
なお、各対象事業は、以下の基本計画に掲げる地域の特性及びその活用戦略に対応するものとし、あらかじめ本県又は経済産業省
から承認を受けた（又は提出した）地域経済牽引事業計画に記載した「活用する地域の特性及びその活用戦略」との整合をとるこ
と。

　対象事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基本計画に掲げる地域の特性

第4次産業革命分野　　　　(6)本県の熊本県産業技術センターや熊本県IoT推進ラボ等のノウハウを活用した第4次産業革命分野

▼補助対象経費
(1)ハード部門

 補助対象経費区分	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内　　容
 
　施　設	　：　
倉庫、生産施設、加工施設、販売施設、検査施設、共同作業場、原材料置場、その他補助事業の実施に不可欠と認
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
められる建物
  　
　設　備	　：　　 建物に付随する構造物、機械装置、器具・備品、システム・ソフトウェア

(2)ソフト部門

 補助対象経費区分	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内　　容

 商品開発等経費：
人件費、旅費、謝金、原材料費、産業財産権等の導入に要する経費、外注費、技術コンサルタント料、事業の一部の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
委託に要する経費
  　　庁　費　：
会議費、会場借料、印刷製本費、資料購入費、通信運搬費、借料、調査研究費、消耗品費、雑役務費、当事業で発明
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
した特許等の申請に要する経費

支援規模

▼補助率及び補助限度額
・補助率：2分の1以内

・補助限度額：（1）ハード経費部門　2,000万円　（2）ソフト経費部門　2,000万円
　※（1）及び（2）の補助対象については、「 補助対象経費」を参照。
　※（1）と（2）の両方へ応募することも可能。但し、審査は各部門ごとに実施します。
　※ 予算の範囲内で当該補助事業を実施するため、要望額どおりで採択されるとは限りません。



対象者の詳細

▼補助対象者
地域経済牽引事業計画の承認を受けている者、又は令和2年(2020年)7月20日（月曜日）17時までに地域経済牽引事業計画の申請
書を県又は経済産業省に提出し承認を得る見込みである者であって、以下に該当する者。

・県内に本社又は事業所を有する企業　

・企業グループ（県内に本社又は事業所を有する複数の企業で構成される任意のグループ）

以下の点に留意すること。　

・企業グループの場合は、補助対象事業の実施主体となる企業を明確にすること。

・事業計画の承認を得られない場合は、補助対象者とならないため注意すること。

これから地域経済牽引事業計画を提出される方は、以下から様式等を入手すること。
https://www.pref.kumamoto.jp/kiji_20969.html

※ 県内企業間で連携して行う事業については、加点措置あり。
　例：・県内製造業者が県内ITベンダーに委託して製造ラインにIoTシステムを導入する事業
　　　・県内ITベンダーが新システム開発のため県内製造業者と連携して実証を行う事業
　　　・県内ITベンダーが、別の県内ITベンダーと連携し新たなシステムを開発する事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

対象地域

お問い合わせ

熊本県商工観光労働部新産業振興局産業支援課　担当：太田、渡辺
　　電話：096-333-2319
　　E-mail：sangyoshien@pref.kumamoto.lg.jp

担当者

 
会社名：一般社団法人財務セカンドオピニオン協会
担当　： 橋本
住所　：東京都港区高輪3-25-22高輪カネオビル

当サービスは業務委託先が提供しており、サービス内容･品質については一般社団法人財務セカンドオピニオン協会が保証するものではありません。
サービスのご利用はお客さまの判断の元で行なってください。万一サービス提供を受けた結果損害が生じても、一般社団法人財務セカンドオピニオン協会
は責任を負いかねます。
補助金、助成金検索サービスである業務委託先へお客さま情報(企業情報)を提供し作成した資料となっております。
≪お客さま情報(企業情報)お取り扱いについて≫
提供先　　　　：株式会社グランドツー（住所：東京都渋谷区南平台町3-13 新掘ビル3F電話：03-6427-0944）
利用目的　　　：株式会社グランドツーはお預かりした情報を補助金、助成金検索の目的で利用します。
提供される内容：該当する可能性がある補助金、助成金


